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地域再生計画 

１ 地域再生計画の名称  

鮎踊る川の再生 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

新城市 

 

３ 地域再生計画の区域 

  新城市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

(１)地域再生計画の意義 

 

本市は、愛知県の東三河地方に流れる一級河川「豊川
とよがわ

」の中流域に位置し

ている。 

この豊川は、市域の中央を流れ、これに大小３１河川（１級河川４河川、

準用河川２７河川）が注ぎ、多様な動植物が生息し、市民生活に潤いを与え

る憩いの場所として、又、生活用水や稲作等の農業用水の水源として、市民

生活に欠かせないものとなっている。しかし、昭和４０年代後半から生活様

式の変化等により河川に未処理の生活排水等が流入し、昔のような鮎の踊る

川から遠ざかりつつあった。 

そこで、この豊かさの源である豊川を、以前のきれいな川とするための汚

水処理施設の整備は、本市の重要課題と捉え、昭和５０年度から公共下水道

事業を、平成２年度からは浄化槽設置事業を、平成８年度からは農業集落排

水事業を展開し、平成１５年度末の汚水処理普及率は、５３．６％にまで達

した。その成果として、その水質は、東海地方の一級河川の中で最もきれい

な川として、昨年度日本一と評された。ここ数年、本市は「水のきれいなま

ち」としてのイメージが市内外に定着しつつあるものの、昔のような鮎の踊

る川には完全には戻っておらず、市街化調整区域などにおいては、更なる汚

水処理の整備が急務となっているのが現状である。 

このような実状に鑑み、本市では、効率的な推進体制として、公共下水道、

農業集落排水及び浄化槽の３部門の窓口を下水道課に集約し、市域の汚水処

理施設の整備を一体的に進めている。平成１５年３月３１日には、それぞれ

の特色を活かして連携する「汚水処理施設連携整備事業」により公共用水域

における水質保全効果が一層促進されることが見込まれる自治体として、国
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土交通省、農林水産省及び環境省から本市が認定され、効率的かつ計画的な

整備を鋭意図っているところである。 

また、本年１０月１日には、隣接する鳳来町及び作手村と市町村合併をす

る。（平成17年3月29日愛知県知事に合併申請）このことを踏まえ、全県域

汚水適正処理構想や流域下水道関連公共下水道計画等の各種計画の見直し

を図り、市民生活の豊かさを実感できる社会を実現するため、汚水処理施設

未整備地区の着工を早期に実現し、市内皆汚水処理化を目指すと共に、森林

総合産業の創出プランでの森林の適正管理により水源林を保護し、水辺の多

様な動植物の再生を促し、市民生活に潤いと憩いを与える、真に「鮎踊る豊

川」を再現する。 

(２)目標 

計画区域内の汚水処理普及率５５．６％（平成１６年度末見込）を平

成１９年度末に６０．０％に向上させる。 

 

５ 目標を達成するために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

 目標に掲げた汚水処理普及率を達成するため、汚水処理施設整備交付金を

活用し、平成19年度までの認可を受けた市街化区域における公共下水道事業

（川田地区他 平成15年４月１１日変更認可済）､市街化調整区域の中で集

落が密集し、集合処理可能な地域における農業集落排水事業（塩沢地区）を

早期に完成させるとともに、市街化調整区域の中で集合処理に適さない地域

においては、住民に対し積極的な浄化槽整備を呼びかけ、普及促進する。こ

のことにより、生活環境の向上が図られ、住民が快適に居住できるまちづく

りが実現でき、新城市の活性化が期待されるとともに、豊川、三河湾の浄化

など公共水域の水質保全効果が促進される。 

本市は、地域再生計画で｢森林総合産業の創出｣「ＤＯＳ地域再生プラン」

が国から第1号認定を受けている。「森林総合産業の創出」では、森林を環

境面に配慮した複合的､総合産業として捉え、森林の多様な機能・価値に着

目し、森林管理、森林教育、新エネルギー供給等に取り組んでいる。森林を

整備する事により、水源林を保護し､水質向上が図られる。水辺環境（水質）

が向上する事により､多様な動植物の生息が期待でき、自然教室の開催を通

じて、環境保全取組の必然性について学習する事ができる。また、水辺環境

に興味を持つ事により、「ＤＯＳ地域再生プラン」で取り組む、川を利用し

たアウトドアスポーツイベントにも関心が向き、市民による盛り上げが期待

できる。 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
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 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 

 [事業主体]  愛知県新城市 

  [施設の種類] 公共下水道、浄化槽（個人設置型）及び農業集落排水施設 

 [事業区域]   公共下水道   川田・豊島・中市場・新城処理分区      

（下水道法第4条に定める事業計画

の認可済） 

浄化槽(個人設置型) 全県域汚水適正処理構想の個別処理

区域 

 農業集落排水施設    塩沢地区 

 [事業期間]   公共下水道          平成１７年度～１９年度 

        浄化槽(個人設置型)  平成１７年度～１９年度 

        農業集落排水施設     平成１７年度～１９年度 

 [整備量]    公共下水道  φ１５０㎜ Ｌ＝９，２９０ｍ 

        浄化槽（個人設置型） ５人槽 １１基 

                                  ７人槽  ２７基 

                １０人槽   ３基 

     農業集落排水施設   

処理場 １箇所 

管 渠 φ７５㎜～φ２００㎜ Ｌ＝４，６２５ｍ 

[事業費] 公共下水道        ６０６，０００千円 

          (うち、単独   ２３５，０００千円) 

 (うち、国費   １８５，５００千円) 

 浄化槽（個人設置型）  １２，０７２千円 

              (うち、国費      ４，０２４千円) 

 農業集落排水施設   ５５１，８５０千円 

                   （うち、単独     ６２，０００千円） 

                 （うち、国費   ２４４，９２５千円） 

 合計         １，１６９，９２２千円 

                   （うち、単独    ２９７，０００千円） 

                 （うち、国費   ４３４，４４９千円） 

 

５－３ その他の事業 

 目標を実現するため、次のような関連事業の推進を図る。 

 

  河川環境美化活動 

   国土交通省主催による豊川水系「川と海のクリーン大作戦」などの機
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会を捉え、自治会などの各種団体に呼びかけ清掃活動を行うことにより、

水環境の大切さを認識し、豊川と閉鎖水域である三河湾の浄化につなげ

る。 

   

下水道フェアの開催 

   ９月１０日の｢下水道の日｣にあわせ、愛知県と共同で街頭においてパ

ンフレットや水切り袋などの啓発グッズの配布を行ったり、広報しんし

ろに「下水道の日」の記事を掲載することにより、下水道の重要性を説

き汚水処理施設の普及促進を図る。 

   

環境保全型河川の整備 

   準用河川五反田川を、「自然に溶け込み、緑あふれ、様々な生物を育

み、自然の息吹が体感できる」環境保全型工法で整備する。 

 

  農薬流出量の削減 

   農業生産活動に伴う環境への負荷の低減と食の安全性を確保するた

めに、先進的な取組を行う地区（上平井地区）に対し､低農薬栽培を推

進・指導する。 

 

  地域再生計画「森林総合産業の創出」 

 （地域再生認定第１号） 

  森林を環境面に配慮した複合的、総合的産業として確立させる。森林の

多様な機能・価値に着目し、森林管理、森林教育、新エネルギー供給、自

然環境型農業、滞在体験型観光、木材の加工生産の川上への集約、再編な

どの新規事業を促進し、雇用機会を増加させ、産業活動を活性化する。 

 

 地域再生計画「ＤＯＳ地域再生計画（Do Outdoor Sports）」 

 （地域再生認定第１号） 

  アウトドアスポーツのまちづくりを進め､経済の活性化と雇用の創出を

図る。道路・河川使用許可の円滑化等の条件整備を行い、アウトドアスポ

ーツ大会を積極的に誘致し、流入・交流人口の増加につなげ、若者が恒常

的に集う元気なまちの実現を目指す。 

 

６ 計画期間 

  平成１７年度 ～１９年度 

 



 ‐5‐

７ 目標の達成に係る評価に関する事項 

本地域再生計画における汚水処理施設整備交付金に関する事業の効率化 

及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、事業に対する評価、及

び完了後一定期間経過した事業に対する事後評価を実施するにあたり、庁内

に行政管理課長・企画課地域再生推進室長・下水道課長を構成員とする評価

チームを設置する。地域再生計画の進捗状況、整備面積、整備区域人口、汚

水処理人口、下水道整備延長、処理場処理能力、水洗化率、浄化槽設置数、

収支状況、公共下水道、農業集落排水及び浄化槽の各事業の効率性、関連事

業の進捗状況について各指標の検証及び今後の事業のあり方について、毎年

度検討を行なうと共に､この検討結果を、庁内の政策会議（市長以下部長職

で構成）及び施策会議（市長、助役、課長職等で構成）、実行会議（副課長、

係長職で構成）等で公表する。 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

 該当なし 

 

 


